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2018年 6 月，アメリカ合衆国連邦最高裁判決である Carpenter v. United States 事件判決（以下，
Carpenter 事件判決)1 において，携帯電話位置情報を無令状で取得し，それにより被疑者の動静を
監視する捜査の適法性について判断が下された。当該判決によると，携帯電話の位置情報（Car-
penter 事件判決では Cell-Site Location information, CSLI と呼称されている）を被疑者に告知なく
取得し，それによって動静を監視し続けることは，合衆国憲法修正第 4 条に反し，不合理な捜索

























































を取得し，被害者らの足取りを追っていた（毎日新聞「神奈川・座間の 9 遺体9 人全員不明届 事件，警


































10 全体の考察の参考として，Christian Bennardo, The Fourth Amendment, CSLI Tracking, and the Mosaic
Theory, 85 Fordham L. Rev. 2385, 2396 (2017).
11 18 U.S.C. § 2703 (c) (1) (B).
12 Historical Cell Site Data Case, 724 F.3d 600, 606 (5th Cir. 2013).
13 United States v. Graham, 824 F.3d 421, 426 (4th Cir. 2016), rev'd en banc, 824 F.3d 421.
14 Katz v. United States, 389 U.S. 347(1967).
15「プライバシーの合理的期待（reasonable expectation of privacy）」法理とは，Katz 事件判決における









アメリカでは，電子通信プライバシー法（Electronic Communications Privacy Act of 1986） 第









である被告人は，携帯電話位置情報について Katz 事件判決14 において示された「プライバシーの







16 See supra note 13 at 425.
17 United States v. Graham, 824 F.3d 421; United States v. Carpenter, 819 F.3d 880, 888 (6th Cir. 2016); Unit-
ed States v. Davis, 785 F.3d 498 (11th Cir. 2015); Historical Cell Site Data Case, 724 F.3d at 600 (5th Cir.
2013); In re Elec. Commc'n Serv. to Disclose, 620 F.3d at 312, 319.
See also, supra note 10 at 2397.
18 第三者法理とは，政府による情報収集において，情報を保有している主体が自ら対象となっている情報を第
三者に移転したと言える場合，当該情報に対するプライバシーは失われるとするものである。See e.g., Orin




19 Graham, supra note 13 at 342343.





争われた事例のうち，巡回裁判所によって扱われたものとして 5 例挙げられるが17，そのうちの 4
判決において携帯電話位置情報についてはプライバシーの合理的期待は及ばないとしたのである。
このような結論を導くにあたって，各裁判所は次の 2 点について検討をしている点に共通点が認




先にも述べたように，本項目で扱う 5 判例全てが第三者法理について論じており，うち 4 判例
が第三者法理によって携帯電話位置情報に対するプライバシーの合理的期待は及ばないとの結論を
示している。
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22 Id at 343.
23 Graham, 824 F.3d at 424.
24 Id, at 427.
25 Id, at 438.
26 Carpenter, 819 F.3d 880 at 884.
27 Id, at 886.
28 Id, at 888.
29 Ibid.
て第 1 審は被告人の主張を退け証拠として採用したことから，被告人側が第 4 巡回裁判所に上訴



























30 620 F.3d 304, at 305.
31 Id at 308.
32 Id at 317.
33 Id at 312.
34 Id at 310.
35 Ibid.
36 Id at 319.
このように第三者法理によって，無令状での携帯電話位置情報収取を基礎付ける諸判例と異なる

























Smith 事件判決38 におけるような「事業記録」との類似性を論じる判例もある。先に挙げた Car-
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39 819 F.3d 880, 887.
40 Id at 886.
41 Id at 887.
42 Ibid.
penter 下級審判決がその一例である。当該判決において第 6 巡回裁判所は，携帯電話位置情報に
は，何らの事実的内容が含まれていないとの見解をまず示している39。すなわち，携帯電話位置情
報は，地点 A から地点 B での通信を行うに必要な情報を示すに過ぎない，と解しているのであ
る40。その上で，携帯電話位置情報は，通信事業者が正当な目的のために創出し，維持される種類















43 See, e.g., R. Craig Curtis et al., Using Technology the Founders Never Dreamed Of: Phones as Tracking
Devices and the Fourth Amendment, 4 U. Denv. Crim. L. Rev. 61 at 90 (2014) ; Susan Freiwald, Cell Phone
Location Data and the Fourth Amendment: A Question of Law, Not Fact, 70 Md. L. Rev. 681 at 743746
(2011).
44 Stephanie Lockwood, Who Knows Where You've Been?: Privacy Concerns Regarding the Use of Cellular
Phones as Personal Locators, 18 Harv. J.L. & Tech. 307 at 315 (2004).
45 Freiwald, supra note 43 at 743.
46 Supra note 44 at 316.
47 Curtis et al., supra note 43 at 90.
48 David Oscar Markus & Nathan Freed Wessler, That '70s Show: Why the 11th Circuit Was Wrong to Rely on
Cases from the 1970s to Decide a Cell-Phone Tracking Case, 70 U. Miami L. Rev. 1179 at 1203 (2016), see
also Robert Harrington, Note, Avoiding Scylla and Charybdis: Why the Third Party Doctrine Is Ill Suited to
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57 Carpenter 事件判決においては，Roberts 判事が法廷意見を執筆し，これに Ginsburg, Breyer, Sotomayor,
Kagan 判事が加わる。本判決に反対するのは，Kennedy, Thomas, Alito Gorsuch 判事であり，それぞれ反対
















. Carpenter v. United States 事件判決の意義57
 事案の概要






に基づき，Carpenter が契約している通信会社 2 社に対する携帯電話位置情報の開示を求める命令
を発した。これによって捜査機関が得られた位置情報は，12,898箇所に及び，日に平均して101箇
所の位置情報が取得されたこととなる59。
Carpenter は，強盗に対する 6 つの訴因及び銃火器の所持に対する 6 つの訴因ついて起訴され
た。公判に先立って，Carpenter は通信会社によって提供された携帯電話位置情報の証拠排除を申
し立てた。捜査機関による記録の押収は，相当な理由によって支持された令状によらずに携帯電話
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って，第三者法理の形成において重要とされる Smith 事件判決及び Miller 事件判決においては，
情報の共有のみに依拠しているのでなく，プライバシーの合理的期待が及ぶかについて，対象とな
る書類や記録の性質も考慮しているとするのである。この点，Smith 事件判決におけるペンレジス








ことが明示されている。すなわち，依然として Smith 事件判決や Miller 事件判決による第三者法理は，事
業記録に適用しうるものであり，また性質の異なる監視カメラについては本判決の射程は及ばない。私見で
は，監視カメラについては近年の設置数の増大を鑑みて，詳細な検討が要求されるものと思われる。


































79 Carpenter 事件判決では，携帯電話位置情報の取得による被疑者の動静の監視は，合衆国憲法修正第 4 条に
おける ``search'' にあたると判断されている。search については一般的に「捜索」の訳語が当てられること
から，その対比において我が国でも GPS 端末や携帯電話位置情報を用いた被疑者の動静監視の法的性質を
























あり，しかも車両取付型の GPS 捜査以上の侵害を伴い得ること，及び GPS 端末の取付を必要と
しないことからより容易にかつ長期的に網羅的な情報収拾を行いうることから，平成29年最高裁
判決の判断枠組みを前提とした場合，検証では汲み尽くせない性質を有するものであると思われ
る79。したがって，現在の総務省ガイドラインに基づいて行うことは許されず，刑事訴訟法上の立
法が必要である。
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他方で検証は，一定の場所，物，人の身体につき，その存在や形状，状態，性質等を五官の作用によって認
識する行為，すなわち対象に関する情報取得を目的とした行為と定義されている。このような理解を前提と
した場合，被疑者の日常的な行動を監視し情報を取得することを目的とした捜査は，捜索ではなく検証とし
ての性質を帯びるものであろう。
. おわりに
本稿では携帯電話の位置情報を捜査機関が取得する場合について，アメリカにおける議論を参照
して考えることで，その本来的性質がいかなるものであるかを検討してきた。携帯電話に関する近
年の発展は目まぐるしいものがあり，ますます我々の生活において必須のものとなっているが，他
方で捜査機関がこれを利用する場合について，どこまで許容することができるか，誰が不利益を被
るのか，といった緻密な検討が必要であると思われる。
また，本判決の反対意見においてプライバシーの合理的期待法理に対する基準としての曖昧さと
いう批判は，これまで学説においても批判がなされているところである。この点，被疑者の権利・
利益を侵害しているか否かをチェックするアプローチとしてより十分に機能するよう，また我が国
における新たなアプローチとして機能するよう，明確な基準を立てることが要求されよう。この点
について，今後明らかとしていきたい。
なお，本稿では立法の必要性を示すにとどまっており，立法の方向性等について十分な検討がで
きなかった。この点についても，今後の課題としたい。
